
令和 4 年 2 月 9 日 
中部地方整備局

建設キャリアアップシステムを通じて社会保険加入の徹底・処遇改善 
に関する取組を推進します！ 

～「第１回建設キャリアアップシステム処遇改善推進中部協議会」の開催～ 

国土交通省中部地方整備局では、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保及び事業者間
の公平で健全な競争環境の構築に向け、上記第１回協議会を２月１６日(水)に開催し、技能者
の更なる処遇改善に関する取組を進めます。

国土交通省中部地方整備局では、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保を図るとと
もに、事業者間の公平で健全な競争環境の構築を進めるため、行政、建設業団体を構成員と
する「建設業社会保険推進・処遇改善中部連絡協議会」を開催し、建設キャリアアップシス
テム（以下、CCUS）の活用・普及、建設業における社会保険加入の徹底など技能者の更なる
処遇改善に関する取組を推進してきました。
今般、官民での CCUS 推進体制の構築を行い、CCUS の普及・活用を通じた技能者の処 

遇改善を進めるべく、「建設業社会保険推進・処遇改善中部連絡協議会」を「建設キャリア
アップシステム処遇改善推進中部協議会」へ発展的に改組し、以下のとおり開催いたします。

１．日  時：令和４年２月１６日（水）１４：００～１５：３０

２．場 所：ＷＥＢ方式による開催（Cisco WebEx） 
【事務局】中部地方整備局（名古屋合同庁舎第２号館）

名古屋市中区三の丸２丁目５番１号

３．構成団体：別紙２のとおり

４．主な議題(予定）： 建設キャリアアップシステム処遇改善推進中部協議会の設置について 
建設キャリアアップシステム推進に基づく処遇改善の取組
賃金上昇率２％の実現に向けた取組、社会保険加入対策の徹底 等

５．そ の 他：
①報道関係者に限りカメラ撮りが可能です。ご希望の方は２月１４日(月)１２時までに報
道機関名、氏名、電話番号及びカメラ撮り希望の有無を下記メールアドレスにてご連絡
お願いします。

②カメラ撮りは冒頭（議事開始前まで）のみとさせて頂きます。会議開始１０分前に別紙１
事務局会場へお集まりください。
その後のＷＥＢでの傍聴は、会議参加用ＵＲＬを送付しますのでそちらから御覧下さい。

③カメラ撮りでの３密回避やＷＥＢ会議の接続数上限の関係で、協議会への参加は各社１名
で先着順とし、定員になり次第締め切らせて頂きます。

④新型コロナウイルス感染症対策等も踏まえ、入館される際には検温を行い、37.0 度以上
の発熱が確認された場合は入館できません。また、必ずマスクを着用して下さい。

⑤会議資料は後日、国土交通省中部地方整備局ホームページにて公表する予定です。

６ 配 布 先：中部地方整備局記者クラブ

＜問い合わせ先＞ 中部地方整備局 建政部建設産業課  建設産業課長 片岡 信幸
課 長 補 佐 正木 貴文
TEL：052-953-8572 
Mail：cbr-hoken-mikanyu@mlit.go.jp 

※別紙１参照
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中部地方整備局 

（名古屋合同庁舎第２号館（三の丸庁舎） ６階局長中会議室） 

名古屋市中区三の丸２丁目５－１ 

◎交 通 ア ク セ ス 

地下鉄名城線 市役所駅 （５番出口） 徒歩１分 

※会場へは、公共交通機関のご利用をお願いします。 

別紙１ 



その他建設業関係登録団体
(一社) 建設産業専門団体 中部地区連合会
(一社) 日本潜水協会 中部支部
(一社) 全国特定法面保護協会 中部地方支部
(一社) マンション計画修繕施工協会 中部支部

建設業に関係する団体
全国社会保険労務士会連合会 中部地域協議会
全国建設労働組合総連合 東海地方協議会
日本行政書士会連合会 中部地方協議会
静岡県行政書士会

行政関係機関
＜社会保険部局＞
東海北陸厚生局 年金調整課
日本年金機構

＜労働保険部局＞
岐阜労働局 総務部 労働保険徴収室
静岡労働局 総務部 労働保険徴収課
愛知労働局 総務部 労働保険適用・事務組合課
三重労働局 総務部 労働保険徴収室

＜建設業部局＞
岐阜県 県土整備部 技術検査課
静岡県 交通基盤部 建設支援局建設業課
愛知県 都市・交通局都市基盤部 都市総務課
三重県 県土整備部 建設業課
中部地方整備局 建政部 建設産業課

建設キャリアアップシステム処遇改善推進中部協議会 構成団体

一般土木建築工事業
(一社) 岐阜県建設業協会
(一社) 静岡県建設業協会
(一社) 愛知県建設業協会
(一社) 三重県建設業協会
(一社) 日本建設業連合会 中部支部
(一社) 愛知県土木研究会

土木工事業
(一社) 日本建設機械施工協会 中部支部
(一社) 日本運動施設建設業協会 中部支部
(一社) 日本海上起重技術協会 中部支部

造園工事業
(一社) 日本造園建設業協会 中部総支部
(一社) 日本造園組合連合会 東海ブロック

舗装工事業
(一社) 日本道路建設業協会 中部支部

型枠大工工事業
(一社) 日本型枠工事業協会 東海支部

とび工事業
(一社) 日本建設躯体工事業団体連合会

東海建設躯体工業会

土工・コンクリート工事業
(一社) 全国クレーン建設業協会 愛知支部
(一社) 全国ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送事業団体連合会

東海地区ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送有限責任事業組合
(一社) 日本アンカー協会 中部支部
ダイヤモンド工事業協同組合 中部支部
(一社) プレストレスト・コンクリート建設業協会

中部支部
(一社) プレストレスト・コンクリート工事業協会

中部支部
(一社) 日本機械土工協会 中部支部

鉄筋工事業
愛知鉄筋業協同組合
全国圧接業協同組合連合会 中日本圧接業協同組合

タイル工事業
(一社) 全国タイル業協会 中部支部

左官工事業
(一社) 日本左官業組合連合会 東海ブロック会

塗装工事業（道路標示・区画線工事業を除く）
全国マスチック事業協同組合連合会

中部マスチック事業協同組合
(一社) 日本塗装工業会 中部ブロック

内装工事業
日本建設インテリア事業協同組合連合会

中部建設インテリア事業協同組合
(一社) 全国建設室内工事業協会 中部支部
日本室内装飾事業協同組合連合会 中部ブロック会

ガラス工事業
全国板硝子工事協同組合連合会

東海板硝子工事協同組合

防水工事業
(一社) 全国防水工事業協会 中部支部

一般電気工事業
(一社) 日本電設工業協会 東海支部

一般管工事業
(一社) 日本空調衛生工事業協会 東海支部
(一社) 日本配管工事業団体連合会

中部配管工事業協同組合
全国管工事業協同組合連合会 中部ブロック

熱絶縁工事業
(一社) 日本ウレタン断熱協会 東海ウレタン断熱協会
(一社) 日本保温保冷工業協会

東海北陸保温保冷工業協会

道路標識設置工事業
(一社) 全国道路標識・標示業協会 中部支部

冷暖房設備工事業
(一社) 全国ダクト工業団体連合会

中部ダクト工業協同組合

建設業関係団体：44団体
その他関係する団体：4団体
行政関係機関：11機関

shukuri-k85aa
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別紙２



社会保険未加入対策推進中部協議会

（参考資料） これまでの協議会の開催経緯

建設業社会保険推進中部連絡協議会

建設業社会保険推進・処遇改善中部連絡協議会

○ 第１回 平成３０年 ８⽉２９⽇ 社会保険加⼊対策について 、ＣＣＵＳの普及促進、 建設業における賃⾦等の状況について

○ 第２回 令和 ２ 年１２⽉１８⽇【書⾯開催】「社会保険の加⼊に関する下請指導ガイドライン」の改訂、ＣＣＵＳの普及促進、
中部ブロック監理課⻑等会議における社会保険等未加⼊業者対策の徹底、請負代⾦内訳書への
法定福利費明⽰の取組等協⼒依頼事項の情報提供

※従来の社会保険加入徹底に加えて、適切な賃金水準の確保等による
担い手確保のために技能者の処遇改善が必要なため、前協議会から
改組。

※社会保険未加入対策の目標年次(５年)を迎え、更なる加入徹底の取組を展開するため、
名称変更。

○ 第１回 平成３０年 ２⽉ ８⽇ 平成２９年度の取組状況について、社会保険加⼊等の状況

○ 第１回 平成２４年 ８⽉ ６⽇ 社会保険未加⼊対策、社会保険加⼊促進計画の策定について
○ 第２回 平成２５年１１⽉１１⽇ 社会保険加⼊促進計画の公表、標準⾒積書の活⽤状況（法定福利費の確保など）、

社会保険未加⼊業者への⾏政の取り組み
○ 第３回 平成２７年 ３⽉１０⽇ 社会保険未加⼊対策に関連する各種調査の結果について、許可⾏政庁による社会保険等未加⼊業者への加⼊

指導状況、社会保険の加⼊に関する下請指導ガイドライン」の改訂
○ 第４回 平成２８年 ２⽉ ５⽇ 社会保険加⼊対策に関連する調査、加⼊促進計画に基づく各団体の取り組み状況
○ 第５回 平成２８年 ７⽉２０⽇ 社会保険未加⼊対策の強化について
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